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論文

１．研究の背景と目的
（１）研究の背景

今日の在宅介護における問題は、認知症高齢
者の介護の困難さ、高齢者が高齢者を介護する
老老介護や、認認介護（軽度の認知症の高齢者
が自分より重度の認知症の配偶者等を介護する
ケース）、介護と仕事の両立の難しさから離職
して経済的な困難となる「介護離職」、要介護者
に対する虐待や殺人・心中などの犯罪に至る
ケース、遠距離介護、家事に不慣れな男性介護

者の負担、未婚の子による親の介護、障害のあ
る成人した子を介護する高齢の親の負担、親だ
けではなく祖父母やおじおば等の親族の介護、
介護を必要とする人が同時に一人ではなく複数
となる状況、子育て中の若い世代が親などの介
護を同時期に行なう家庭など、その様相は多様
化しさまざまな支援が必要とされている。

介護において、介護を必要とする人（要介護
者）への支援は第一義的に求められることであ
るが、同様に介護を行う人（介護者）に対する
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支援も欠かせない。多様化する在宅介護におけ
る問題には、要介護者の生活を一番身近に支え
る介護者のかかえる事情・背景に注目し、その
個別の状況に応じた支援が必要となる。このた
め、家族介護者に対する支援についての研究や
実践が広まりを見せている。

（２）研究の目的
多様化する在宅介護における問題への支援と

して、介護者のかかえる家庭環境や背景に注目
すると、在宅介護の担い手として高齢者だけで
はなく20～ 40代の子育て世代の家族介護者の
存在も見られ始めており、介護と育児の両立に
直面し支援を必要とするケースも増えてきてい
る１）。

そこで本研究では、育児と介護を同時期に行
う（ダブルケア）家族介護者に関する現状を先
行研究や調査報告書などをとおして、今後どの
ような支援が求められのかについて考察する。

２．研究方法
（１）研究方法

本研究では文献研究により、育児と介護のダ
ブルケアを行う家族介護者に関する現状を整理
し、どのような支援が求められているのかを考
察する。

先行研究に関する文献はCiNiiにおいて年次
を限定せず広くまず「家族支援」をキーワード
に検索し抽出した。次いで「介護」「育児」と
キーワードを順次追加すること、また類似する
表現として「介護者支援」というキーワードで
も検索することで、内容をより明確にすること
を試みた。

このような過程の中で「介護者支援」の文献
においては、介護と育児を同時期に行う家族介
護者に焦点を当てた記載が見られなかたため、
より直接的な表現として「ダブルケア」という
キーワードで検索した。以上の検索結果から現
状を「家族支援・介護者支援」と「ダブルケア」
に分けて整理する。

なお、ダブルケアに関する先行研究について
は①ダブルケアの概念を提唱した山下順子氏・
相馬直子氏の研究を「ダブルケアのニーズと対
応」として、②そのほかの研究者による内容は

「その他の研究の動向」として整理する。また、
山下順子氏・相馬直子氏の研究の中で全国規模
の実態調査が複数行われていることがわかり、
ダブルケアの実態を理解する一端として関連す
る実態調査を一覧にして取り上げる。

上記の取り組みをとおして得られた内容か
ら、まずダブルケアという現状の認識の必要に
注目して「（ⅰ）ダブルケアについての認識」、
次いで三富紀敬（2016）注）による介護者支援政
策の 7 つの領域に照らし合わせて注目した

「（ⅱ）介護者の負担」「（ⅲ）支援制度の縦割り」
「（ⅳ）ダブルケア離職」の 4 点を問題の所在と
してとらえ考察する。

（２）倫理的配慮
倫理的配慮の観点から、「一般社団法人日本

社会福祉学会 研究倫理指針 第 ２  指針内容 Ａ 
引用」に基づいて、先行研究・調査報告書につ
いて原著者名・文献・出版社・出版年・引用箇
所を明示した。

（３）用語の定義
「育児と介護を同時進行で主に一人で行わな

ければいけない状態を『ダブルケア』という」２）

とし、2012年に相馬直子氏・山下順子氏により
造られた言葉である。具体的には、相馬氏が

「狭義の意味では、『育児しながら介護』『介護し
ながら育児』という、子育てと両親の介護を同
時に行わなければいけない状況をいう。（中略）
広義の意味として、ケアの複合化、多重化とい
う広い意味でも使われている。すなわち、家族
や親族をはじめとする親密な関係における、複
数のケアの責任や負担を引き受けざるをえない
状況をいう。」３）と述べている（相馬2017）。

本稿においても、上記の内容を「ダブルケア」
として論じていく。

３．結　果
（１）先行研究
（ⅰ）家族支援・介護者支援

まず家族介護者に対する支援の観点から「家
族支援」で検索すると1853件の文献があった

（2017.9.1現在）。犯罪の被害者・加害者家族、
障がい児者の家族支援、高齢者福祉・高齢者虐
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待に関する支援、児童家庭福祉、スクールソー
シャルワーク、地域福祉、医療機関における患
者と家族の支援など、多様な領域で当事者への
支援だけではなく、家族を含めた支援が必要で
あるとの視点は、多くの社会的な支援の場で求
められていることがうかがえる。

続いて、家族支援に「介護」を加え検索する
と194件の文献があった（2017.9.1現在）。特に
高齢者虐待、認知症高齢者の介護、在宅介護、
仕事と介護の両立、老いた親の介護を終えた後
の介護者の生活に関する課題、被災地における
家族介護者支援など、家族介護者がかかえる背
景の多様さがうかがえる。また「要介護高齢者
の家族支援研究において、ライフサイクルをと
おしての家族関係という視点が重要な鍵にな
る」4）（菊地2016）という家族関係に注目した
研究も見られた。

さらに、「家族支援/介護/育児」と検索した
ところ文献は 2 件と少なく（2017.9.1現在）、
1 件は育児に関する文献であり、他方 1 件は
育児と介護を同時進行させた体験者の実態調査
であった（今野・足立2009）5）。

そして、「介護者支援」で検索すると238件の
文献があり、認知症介護、男性介護者、家族会、
介護殺人、医療的ケアの必要な子ども、子育て
世代の課題、ヤングケアラー、仕事との両立、
海外の介護者支援の現状、要介護認定、地域包
括などに関する多様な視点で述べられている。
ただし、子育て世代の課題に関する文献は 1 件
であった（2017.9.23現在）。
「介護者支援」で検索して得られた文献では、

認知症介護、男性介護者、家族会、介護殺人・
虐待、医療的ケア、子育て世代の課題、ヤング
ケアラー、仕事との両立、海外の介護者支援の
現状、要介護認定、地域包括、ターミナルケア
などに関する多様な視点で述べられている。そ
の中でも、介護者支援のあり方に焦点を当てた
文献に注目する。湯浅（2017）は介護者支援の
先進国としてイギリスの例を挙げ「介護者に対
して単に情報提供や健康への配慮にとどまら
ず、社会参加や介護者自身の人生の充実も視野
に入れた支援」６）の展開について触れ、日本に
おける介護者支援の必要性を述べている。堀越

（2014）は「ケアに関わる問題は、『ケアを必要

とする人』と『ケアラー（家族など無償の介護
者）』の両当事者を取り上げてはじめての全体
像が把握でき、問題が解決できる」７）として、
支援の必要性とその方向性を述べている。牧野
は（2014）介護者支援には「介護家族を支える
ための地域ネットワークが不可欠で、地域力・
市民力の底上げが必要」８）と述べ、ケアラーズ
カフェの開設運営などを通して介護者支援の
ツールの開発を行っている。

（ⅱ）ダブルケア
「介護者支援」の文献においては、介護と育児

を同時期に行う家族介護者に焦点を当てた記載
が見られなかたため、より直接的な表現として

「ダブルケア」というキーワードで検索したと
ころ、20件が抽出された（2017.9.23現在）。こ
のうち介護とは直接関係の無い内容の 1 件を
除いた文献から現状を整理する。

①ダブルケアのニーズと対応
山下順子氏と共にダブルケアという概念を提

唱した相馬直子氏は、さまざまな文献でダブル
ケアについて述べている。

特に、ダブルケア（ケアの複合化）（相馬、山
下2017）9）においては、複数回の実態調査の結
果をもとに、「市民のダブルケアの責任のあり
方や負担感構造、ニーズの解明」を行っている。
そのなかで、「超少子化が進展する東アジアで
は、ダブルケアは共通の社会的リスク」10）とも
指摘しており、東アジアでの現状についての研
究もなされている。そして支援のあり方を、「自
治型・包摂型・多世代型地域ケアシステム構築、
すなわち、ダブルケア当事者による状況とニー
ズに基づいた、子育て.介護.貧困などの領域を
横断して、包摂的に、多世代にまたがるケア関
係を射程にいれたケアシステムを構築するため
の、ソーシャルイノベーション、多世代間連帯
を進めることである。」11）と述べている。

②その他の研究の動向
井上（2016）は、高齢者を在宅介護する子育

て世代への介護者支援に関する研究動向をまと
め、「『介護サービス』担い手である在宅介護支
援員、『保育サービス』の担い手である保育士を
対象に、高齢者を在宅介護する子育て世代への
介護者支援に関する横断的な研究が必要であ
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る」12）と述べている。
中西（2016）は、家庭内における介護と育児

について、男性の家庭進出が求められる現状で
あるとし、また「『ダブルケア』という新たな家
庭内における育児・介護の問題が生じているこ
とから、家庭内における育児・介護の男女間の
役割の再考の時期に来ている」13）と指摘してい
る。

河野（2017）は、介護予防政策の背景に潜在
化している社会的潮流着目し、「今後第 3 の社
会的潮流になるかもしれないダブルケアのとい
う新たな課題も再認識」14）し、社会的リスクと
して対応していく必要性を指摘している。

自治大生の政策立案研究において藤村ら
（2017）は、ダブルケアを新たな社会的リスク
として、「既存の支援制度を最大限に利用した
上『ダブルケア』の負担の軽減を実現するため
には、どのような施策が適当か」15）との考察を
行っている。

（２）実態調査　
家族介護者やダブルケアに関する複数の調査

報告がある。実態調査を通してみられる現状を
「主な内容」「考察・提言等」を中心に整理した
（表１）。

「介護　育児」と並べて検索してみられるこ
れまでの先行研究の多くは「介護育児休業法」
について述べられ、介護・育児を理由とした離
職・労働問題に関する視点で取り上げられてい
た。その中では、「介護は介護の困難さや課題」

「育児は育児の困難さや課題」について、別々に
取り上げられている。当然ながら、介護は介護
における困難さや支援課題があり、育児には育
児に関する困難さや課題があり、それぞれ「介
護の困難さに直面する人」「育児の困難さに直
面する人」が多くいる。しかし、それらの困難
さに同時に向き合っている人への注目や、その
支援については同時にふれられることはあまり
みられなかった。そうした中でダブルケアとい
う言葉が造られ、相馬直子氏をはじめとする研
究のほかには、研究論文として「ダブルケア」
の言葉を含む研究論文は 4 件であったが、内閣
府による全国規模の調査や、市民福祉サポート
センター、シルバーサービス振興会、日本ケア
ラー連盟、などによる調査も見られるようにな
り、相馬氏をはじめとする研究・調査活動や家
族介護者支援の視点から、ダブルケアに対する
支援の必要性が認識されはじめ、注目度の高ま
りはこれからさらに期待される現状である。

調査表題 発表年 主な内容 考察・提言等 出典

1

育 児 と 介 護
を 同 時 に 進
行 さ せ た 体
験 者 に 関 す
る実態調査

2009

・�育児期間中に介護を経験し
た75名の母親を対象に育
児と介護の同時進行にお
ける現状と問題点を調査

・育児又は介護が単独の時とは異なる困難
・�育児又は介護それぞれの福祉サービスでは対

応しきれない

今野範子、
足立智昭

（2009）16）

2
「子育て・介
護複合課題」
調査報告書

2011

・�介護に直面する子育て世代
の実情を把握し、介護家族
の課題を整理することで
必要施策の提言を行なう
ことを目的に調査

・�調査内容に関する考察が、１）介護はいきな
りやってくる、２）介護者が抱える困難、３）
求められるサービス、の 3 つの視点にわけ
て示されている

市民福祉サ
ポートセン
ター 

（2011）17）

3

家 族 介 護 者
の 負 担 を 軽
減 す る た め
の 支 援 方 策
に 関 す る 調
査 研 究 事 業
報告書

2014

・�家族介護に関する既存研究
の調査

・�仕事と介護の両立、遠距離
介護に関する調査

・�既存研究は「介護者（子）と介護を受ける人
（親）の関係」「介護者（子）に関するサポー
ト」の視点が多い

・�既存研究では十分に検討されていない観点と
して左記の 2 点を挙げ調査し、支援策を検
討した中で、「20代・30代への啓発の有効
性」として介護問題は中高年世代の問題だけ
ではなく、若年層につても切実な問題である
とした

一般社団法
人シルバー
サービス振
興会 

（2014）18）

表１　実態調査を通してみられる現状
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４．考　察
「育児と介護を同時進行で主に一人で行わな

ければいけない状態をダブルケアという」とし
た定義において、内閣府の調査（2016）23）によ
るとダブルケアの人口は約25万人（女性約17
万人、男性約 8 万人）と推計される。この人口
は、普段育児を行っている者のうちの2.5％で
あり、また普段介護を行っている者のうちの
4.5％である。割合としてはごく少数であるが、
その一人ひとりがかかえる状況は困難であり、
支援のあり方は検討が必要である。そこで、前
述の ３ ．（２）先行研究及び（３）調査報告で
示された内容から、問題の所在と必要な支援を
探っていく。

（１）問題の所在
（ⅰ）ダブルケアについての認識

介護に関する問題において、家族介護者に対
する支援の重要性が認識され支援が進み始めて
いる今日、「家族介護者」のイメージは中高年齢
世代が中心であり、ごく少数である20代から
40代の若い世代に対する注目は少ない。家族介
護者の年代が異なれば、同じ介護を担う家族で
あってもその必要とする支援は異なってくる。
その例として若い世代の家族介護者の生活の様
子を見ると、家族介護者として親などの要介護
者の生活を支えるだけではなく、子どもを産み
育てる生活が同時期に進行しているケースがあ
る。こうした「介護」と「育児」を同時期に担
うダブルケアの存在は注目され始めたばかりで
あり、広く社会的に認識されていないことが、
支援の不足につながっているといえよう。

4

多 様 な 介 護
者 の 実 態 と
介 護 者 支 援
に 関 す る 調
査

2015

・�第一段階アンケート：①介
護経験の有無など問わず
全世帯調査として地域の
つながりやケアラーとの
関わり、②ケアラーのみ対
象としたケアの実態調査

・�第二段階インタビュー：上
記②の中からケアラーの
思いや必要な支援につい
て聞き取り調査

・�地域包括ケアシステムの構築に向けた地域の
支えあいに基づく介護者支援の実践と普及
に関するモデル事業報告書の一部として、調
査結果を公表

・�介護者支援のしくみづくりのための 5 つの
視点や、ケアラー支援体制づくりのための 3
つの政策的提言

日本ケア
ラー連盟

（ 2015）19）

5

育 児 と 介 護
の ダ ブ ル ケ
ア の 実 態 に
関 す る 調 査
報告書

2016

・�先行研究をまとめ、ダブル
ケアの定義を吟味

・�公的統計によるダブルケア
人口の推計

・�インターネットモニター調
査による意識調査

・ダブルケア推計人口25万人
・ダブルケアを行う女性の半数は有業者
・男性に比べ女性で少ない周囲からの手助け
・女性で大きい就業への影響
・行政・勤務先に望む支援策

内閣府
（2016）20）

6

ダ ブ ル ケ ア
に 関 す る 調
査2017 2017

・�ダブルケアと仕事の両立実
態

・ダブルケア経験の実態
・�ダブルケアの経済的コスト

の実態把握：ダブルケア費
用毎月約8.2万円

・ダブルケアの負担感

・�3 割が離職経験があり、職場においてもダブ
ルケア問題の認知とダブルケアの視点から
のマネジメント、働き方改革が必要

・�男女ともに問題としてとらえ、地域ごとに実
態に応じた対策

・�親の医療、介護関連の費用負担が高まると子
どもへの費用が低くなるとの推測

・�育児や介護サービスの拡充と、育児と介護を
あわせて相談できる行政窓口の設置が望ま
れる

ソニー生命
保険株式会
社、相馬直
子、山口順
子　

（2017）21）

7
子 育 て と 人
生 設 計 に 関
する調査

2017

・�妻 が35歳 以 上 で 子 供 を
持った40～ 50代の男女を
対象としたアンケート

・�子育ての時期に親の健康、
介護問題が重なった経験
の有無と経験者の意識を
探った

・�晩産カップルの人生設計では、子育ての時期
や親の健康・介護問題が生じる時期を見える
化することで、経済面では子の教育費を計画
的に準備したり、60代以降の就労を意識し
たキャリアデザインを考えることができる

北村安樹子
（2017）22）
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一方で相馬（2016）24）によると、「当事者で
あるダブルケアを担っている人たち自身が、そ
の自覚をしていない」ことが指摘されている。
つまり「子育ては子育てというケア」「介護は介
護というケア」とするいわばそれぞれの「シン
グルケア」を前提とした考え方から、同時に
担っている状況を「ダブルケア」として認識で
きていないケースが相当数である。当事者自身
の認識の不足がダブルケアの困難さを深める一
因とも考えられる。

また、ダブルケアの様相もさまざまである。
表 1 に挙げた各種調査でも「対象とする介護者
の世代」、「育児の対象とする子どもの年齢」、

「どこまでをしていたら育児をしているという
のか」、「どこまでをしていたら介護をしている
というのか」との理解が異なる部分もあり、今
後の支援のあり方の検討の難しさでもある。さ
らにダブルケアの「ダブル」についても、古川

（2017）25）が指摘するように「子育てとの典型
的なダブルケアだけではなく、両親・義父母・
夫の介護・障がいをもつきょうだい、成人した
子どもや孫の世話など」というように、一つの
家庭において、「複数のケアを必要するケース」
について、広く受け止め、支援のあり方を検討
していく必要がある。

（ⅱ）介護者の負担
内閣府（2016）26）によると、ダブルケアに直

面する人の年齢は男女とも30歳～ 40歳代が約
8 割を占める（男性約32％、女性68％）。平均
年齢は40歳前後であり、これは育児のみを行
う人と比較して 4 ～ 5 歳程度高く、介護のみ
を行う人と比較して20歳程度低くなっている。
また育児を負担に感じる割合は約50％、介護を
負担に感じる割合は約67％となっている。こう
した若い世代のダブルケアの担い手の人たちも
他の世代の家族介護者と同様に、「精神的負担」

「身体的負担」「経済的な負担」がある。それら
に加え、ダブルケアに関する調査201727）によ
ると「自分自身の暮らしやケアはあとまわし」
となり、「育児のために介護が十分にできず要
介護者に申し訳ない、介護のために子どもにし
わよせが行き罪悪感ある」などの負担感やスト
レスが生じている。そうしたことから、二人目

や三人目の子どもを産み育てることをあきらめ
るケースもある。ただし、マイナス面だけでは
なく、介護する親の姿を見た子どもたちが、人
に対する思いやりや優しさを身につけ親を助け
ようと行動する、というようなプラスの面を生
じる場合もある。

（ⅲ）支援制度の縦割り
相馬（2017）28）は、「介護支援制度と子育て

支援制度が縦割りなため、育児と介護と両方直
面している方にとっては、縦割り制度がむしろ
非効率」と述べている。これまで「介護は介護」

「育児は育児」として、それぞれに支援体制が確
立されてきており、ダブルケアを担う人にとっ
ては十分な支援体制となっていない。

（ⅳ）ダブルケア離職
さらに経済的な視点やワークライフバランス

からとらえると、相馬（2017）29）は「ダブルケ
アをしながら働くことが当たり前な雇用環境で
ないために、『ダブルケア離職』とでもいうべき
実態が『介護離職』の中にある」と指摘してい
る。

内閣府の調査（2016）30）やダブルケアに関す
る調査201731）によると、ダブルケアに直面し
た人のうち女性は約15～ 18％が離職を経験し、
さらに約20％の人が仕事を減らしたとの結果
がみられている（男性の離職は約 3 ％）。ダブ
ルケアを行うことになった場合の就業への影響
は男性より女性のほうが大きくあらわれてい
る。

（２）ダブルケアに対して求められる支援
（ⅰ）社会的理解の推進　

ダブルケアに関する調査201732）において、
ダブルケアの認知度調査が行われている。全回
答者（2,100名）のうち、ダブルケアという言葉
を聞いたことがある人は12.6％、ないと答えた
人は87.4％であった。育児と介護を同時に行う
人に注目しダブルケアという言葉が造られたの
は2012年であり、社会的に認知されるにはま
だ時間が必要であると思われる。実態の理解や
社会的な認知の広まりが支援体制を整えること
につながると考えられる。
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同時に、当事者であるダブルケアに直面する
人々自身も自らの状況を的確に理解し、必要な
支援を求めていくことも有効であると考える。
先ほどのダブルケアに関する調査2017では、

「ダブルケア未経験者の75％が親・義親の介護
の相談先を知らない」という結果の一方で、ダ
ブルケア経験者からはやっておいたほうがよ
かったとして「親が元気なうちに介護について
話し合う、子育て・介護に関す地域の支援制度
を調べたり経済的な準備をする」などが挙げら
れている。育児に関する心づもりや物や環境を
整え情報を収集するなどの準備はできても、突
然はじまる介護にはその時間はほとんどない。
介護を始める時点でその困難さに直面してしま
う事態が多く推測できる。社会的な認知と共
に、若い世代においても自分自身のこととして
とらえ、備えていくことが必要である。

（ⅱ）支援者の役割の重要性
支援体制の構築の中で、相馬・山下（2017）33）

は、「ダブルケア視点を持った支援の必要性」に
ついて述べている。そこでは、ケアマネジャー
やヘルパーや保育者が「ダブルケア視点」を
持っていて支えられたとする声を紹介するとと
もに、「困りごとを丸ごと相談に乗ってくれて
必要な情報やサービスにつないでくれたりコー
ディネートしてくれる窓口や人材の重要性」を
指摘している。どこにどのように相談したら
よいかわからないダブルケアの当事者にとっ
て、介護も育児もあわせて相談に乗ってくれ
ることは、その家庭がかかえる複合的なケア
の課題に対する包括的な支援につながり、大
変重要である。

（ⅲ）ケアシステムづくり
縦割りな支援制度から、ダブルケアに対応し

た支援体制として相馬・山下（2017）34）は、ダ
ブルケア当事者の「状況とニーズに基づいた、
子育て、介護、貧困などの領域を横断して、包
摂的に多世代にまたがるケア関係を射程に入れ
たケアシステムを構築する」ことが重要である
と指摘している。

実際に、神奈川県横浜市、静岡県富士宮市、
大阪府堺市など多くの自治体で取り組みがはじ

まっている。一例として大阪堺市では、ダブル
ケアの相談窓口を市内の区役所 7 か所に昨年
10月から設置し、育児と介護の研修を受けた保
健師や社会福祉士が相談に乗るという地域包括
ケア推進課の取り組みがある。ダブルケアの問
題は育児介護にとどまらず多岐にわたるため、
窓口が相談を受け、必要な部署との連携をして
包括的にサポートする体制をとっている。問題
や困っていることや潜在的になっているところ
を「見える化」して相談に対応し、当事者の悩
みを把握することで、新たな制度作りにつな
がっているという。例えば2017年 4 月から特
養の入所要件を、ダブルケアをしている方が優
先的に入所できる制度がスタート、ショートス
テイの利用日数の拡大、保育園の優先入所など
負担を減らす環境づくりをしている。こうした
ニーズを把握した上でのきめ細かい対応が望ま
れる。

当事者同士の助け合いも支援体制としては有
効であり、具体的な活動が始まっている。神奈
川県横浜市、香川県坂出市などのほか各地で、

「ダブルケアカフェ」として気軽に集まれて話
をしたりスタッフに相談するなど集い支え合う
場が少しずつみられるようになっており、公的
な支援との協働が望まれる。

（ⅳ）ダブルケアと仕事の両立
現代の高齢者介護における問題の中で、介護

との両立が困難となり仕事を辞めざるを得ない
「介護離職」は大きな社会問題として認識され
ている。ダブルケアを担う人にとっても同様
で、先に記したとおりダブルケアを担う女性の
うち約15～ 18％と、男性のうち 2 ％が離職を
経験し、さらに女性では仕事を続けている人の
うち約20％が仕事を減らしている。

さらに内閣府の調査（2016）35）では、ダブル
ケアを担う無業の女性のうち約 6 割が就業を
希望しており、このうちの 8 割は非正規雇用を
希望している。介護だけではなく育児も同時に
担うダブルケアにおいて正規雇用で働き続ける
難しさがうかがえる。また勤め先に充実してほ
しいと思う支援策として男女ともに約18％の
人が「子育てのために一定期間休めるしくみ」
と答え、さらに女性の12％は「介護のために一
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定期間休めるしくみ」との回答があり、勤務時
間や日数の調整を含めた柔軟な働き方ができる
環境が望まれる。

一方で、ダブルケアに関する調査201736）で
は、「ダブルケアという問題が職場で認知され
ていない」ため苦労したという回答が35％、

「子育、介護、仕事をバランスよく」が理想像で
あるとの回答が40％であるなかで、先の内閣府
の調査と同様に「休暇の取りやすさ」や「柔軟
な出社時間」などが職場に対して望まれてい
る。また、ダブルケアに関する毎月の平均負担
額は81,848円であり、全て親の年金や預貯金か
ら支出している人は 2 割であった。介護にかか
る費用が家計に影響を及ぼすと、家庭生活や子
育てにかけられる費用を抑えなければならない
状況が生まれ、経済的な面からもダブルケアの
負担が見られる。このような状況だからこそ働
きたいが、介護と育児にかかる時間を調整しな
がら働けるような環境ではないため働けない、
費用の面からも十分な介護・育児ができないと
いう精神的な負担感も招き、悪循環となってい
る。

先行研究について「介護　育児」と並べて検
索すると、その多くは「介護育児休業法」につ
いて述べられ、介護・育児を理由とした離職・
労働問題に関する視点で取り上げられている文
献が多い（1222件）。しかし上記のような状況
を踏まえ、介護と育児の両方向からの視点での
支援が求められる。

５．結　論 
現在の問題の所在として（ⅰ）ダブルケアの

認識、（ⅱ）介護者の負担、（ⅲ）支援制度の縦
割り、（ⅳ）ダブルケア離職、の 4 つの視点が
見いだされた。そしてダブルケアに対して求め
られる支援として（ⅰ）社会的理解の推進、

（ⅱ）支援者の役割の重要性、（ⅲ）ケアシステ
ムづくり、（ⅳ）ダブルケアと仕事の両立、が挙
げられた。

６．おわりに
今回はダブルケアの問題の所在と求められる

支援について得られた文献をとおして検討して
きたが、ダブルケアを担う人々の具体的な様子

を把握した上での支援策についての検討に至ら
なかった点が本研究の限界である。今後は、さ
らに具体的な様子を探るべくダブルケア当事者
の方へのインタビューなどをとおして取り組ん
でいきたい。

また先行研究や調査では、育児の主な対象は
未就学児から小学生までが多く、中学高校生の
年代の子どもをかかえる家庭への注目は低い。
子どもの成長とともにその家庭のかかえる問題
も変化する。例えば「小さいころのように手が
かからなくなったため、子どもに関心が薄れ
る」ケースがある一方で、「介護の担い手として
期待され子ども自身の負担が大きく学生生活に
影響する」などが見られる点にも理解が必要で
ある。

さらには先行研究の数々のダブルケアをとら
える出発点は、経済的な視点、就業構造からの
視点、保育は保育・介護は介護というシングル
ケアからの視点、などそれぞれみられるが、介
護者がかかえる日々の生活・介護負担という視
点からのダブルケアという課題ではなかった。
どの視点からも取り組む課題はあるが、さらに
日常生活への支援の視点を加えていく必要があ
る。先行研究や調査では、ダブルケアの負担感
までは触れられているがより具体的な介護・育
児の実際までは調査が及んでいない。介護・育
児サービスの充実あるいは、日々の負担への支
援のためにも日々の介護行為や育児の様子の検
証、若い世代のダブルケアに対する備えのあり
方についても注目していきたい。

【注】
三富紀敬　介護者支援政策の国際比較：多様なニー

ズに対応する支援の実態　ミネルヴァ書房2016
ｐ91～ 94

　上記において三富氏は、介護支援政策の領域を①
個別的な支援条件の形成、②介護者の健康と社会
生活、③介護者の経済生活、④介護者の日常生活
上の援助環境、⑤仕事と介護あるいは勉学と介護
の両立、⑥介護者支援の社会環境、⑦介護者支援
の人的環境の7つの領域で示している。この7つ
の領域の中で①②に照らし合わせて「（ⅱ）介護
者の負担」、①④に照らし合わせて「（ⅲ）支援制
度の縦割り」、⑤に照らし合わせて「（ⅳ）ダブル
ケア離職」として問題の所在を示した。
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13）河野等　「介護予防政策」の背景に潜在化して
いる社会的潮流の探究と新たな課題について 　
茶屋四郎次郎記念学術学会誌　茶屋四郎次郎記
念学術学会　2017　ｐ83

14）中西遍彦　近年の家庭における介護と育児の
役割変容に関する考察　修文大学短期大学部紀
要　修文大学短期大学部　2016　ｐ61

15）藤村秀樹、吉田美明他　自治大生の政策立案研
究 : 優秀論文（第58回）「ダブルケア」という新
たな社会的リスクへの挑戦 　自治実務セミナー
第一法規　2017　ｐ46

16）今野範子、足立智昭　前掲５）
17）市民福祉サポートセンター　「子育て・介護複

合課題」調査報告書　2011
18）一般社団法人シルバーサービス振興会　家族

介護者の負担を軽減するための支援方策に関す
る調査研究事業報告書　2014

19）日本ケアラー連盟　地域包括ケアシステムの
構築に向けた地域の支えあいに基づく介護者支
援の実践と普及に関するモデル事業報告書　
2015

20）内閣府　前掲１）
21）ソニー生命保険株式会社、相馬直子、山下順子

ダブルケアに関する調査2017（注：第7弾ダブル
ケア実態調査　ソニー生命連携調査）　2017

22）北村 安樹子　晩産カップルにおける子育てと
親の健康・介護問題 : 妻が35歳以上で出産した
40～ 50代既婚男女へのアンケート調査より ラ
イフデザインレポート第一生命経済研究所ライ
フデザイン研究本部　2017　ｐ21～ 30　

23）内閣府　前掲１）
24）相馬直子　ダブルケア（ケア複合化）を前提と

した社会設計を : ダブルケアの社会学からAtプ
ラス : 思想と活動. 　太田出版　2016　ｐ71～
72

25）古川 美穂　4人に1人が当事者に!? 親の介護に
子育て、孫の世話まで…… 「ダブルケア」に奔走
する女性たち　婦人公論　中央公論新社　2017
ｐ44

26）内閣府　前掲１）
27）ソニー生命保険株式会社、相馬直子、山下順子

前掲21）
28）相馬直子　前掲24）　ｐ70
29）相馬直子　前掲24）　ｐ70
30）内閣府　前掲１）
31）ソニー生命保険株式会社、相馬直子、山下順子

前掲21）
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33）相馬直子、山下順子　前掲9）ｐ71
34）相馬直子、山下順子　前掲9）ｐ72
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